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福島県内仮設住宅居住者にみられる

高い心的外傷後ストレス症状

一原子力発電所事故がもたらした身体・心理・社会的影響一

辻内琢也＊1＊2／小牧久見子＊3／岩垣穂大＊3／増田和高＊2＊4／山口摩弥＊3

福田千加子＊3／石川則子＊3／持田隆平＊3／小島隆矢＊1＊2／根ヶ山光一＊1＊2

扇原　淳＊1＊2／熊野宏昭＊1＊2

抄録：本研究は，東日本大震災に伴って発生した福島原子力発電所事故の2年後に，福島県内の

仮設住宅において避難生活を送る住民の心的外傷後ストレス症状と，そのストレスに影響を与

える身体・心理・社会的要因を明らかにしたものである．2，425世帯に対して無記名で任意回答

のアンケート用紙を配布し，745名（回答率30．7％）の回答を得た．欠損値を除く661名の解析

を行ったところ，IES－Rの平均値が34．20±20．56であり，　PTSDの可能性に対する高いリスクを

示すカットオフ値24／25を超えた者が62．56％であった．PTSDの可能性との関連を多重ロジス

ティック回帰分析で検討した結果，「経済的困難」（OR：2．34，95％CI：1．30～4．24），「賠償の心

配」（OR：4．16，95％CI　1．26～13．76），「持病の悪化」（OR：2．94，95％CI：1．63～5．30），「新疾

患の罹患」（OR：2．20，95％CI：1．21～3．99），「相談者の不在」（OR：1．92，95％CI：1．07～3．42）

が有意な予測因子として認められた．これまでに世界各地で報告されてきた他の災害と比較し

ても，原発事故被災者にきわめて高い外傷後ストレス症状が認められた理由として，事故に対す

る補償や賠償といった問題など，本災害の人為災害としての要素が重要であると考えられた．

Key　words：PTSD，心的外傷後ストレス症状，福島原子力発電所事故，仮設住宅，人為災害

はじめに

　福島第一原子力発電所事故（以下，原発事故）

は，1986年発生のチェルノブイリ原発事故と並

び，国際原子力事象評価尺度でレベル7と呼ば

れる深刻な事故である．2011年3月11日午後

2時46分に発生したマグニチュード9．0の大地

震によって，高さ14～15メートルに及ぶ巨大

津波が押し寄せ，外部電源の喪失によって炉心

2015年8月10日受稿，2016年1月9日受理
＊1早稲田大学人間科学学術院（連絡先：辻内琢也，
　〒359－1192埼玉県所沢市三ヶ島2－579－15）
＊2早稲田大学災害復興医療人類学研究所
＊3早稲田大学大学院人間科学研究科
＊4鹿児島国際大学福祉社会学部

冷却機能を失った原子炉は危機的状況に陥っ

た．3月12日午後3時36分には1号機の原子

炉建屋が水素爆発し，14日午前11時01分には

3号機iも爆発した．続いて15日には，2号機i，

4号機にも火災などのトラブルが発生した1）．

　爆発に先立ち，11日午後7時09分には政府

によって原子力緊急事態宣言が発令され，午後

9時23分に第一原子力発電所の周囲3km圏内

に避難指示，3～10km圏内には屋内退避指示が

出された．12日早朝の5時44分に，避難指示

が10km圏に拡大され，1号機i爆発を受けて午

後6時25分に避難指示が20km圏に拡大され

た．15日の2・4号機のトラブルを受けて30km

圏に屋内退避指示が出された．

　約1カ月後の4月22日には，20km圏内に災

Vol．56　No，7，20161心身医 723

Presented by Medical*Online



害対策基本法に基づく「警戒区域」が設定され

原則的に立ち入り禁止となるとともに，放射性

物質が発電所から北西部に多く拡散しているこ

とが判明し，住民の被曝を低減するために「計

画的避難区域」が設定された．また20～30km

の間に位置する区域に，原発の復旧作業中の事

故などに対する危険防止の観点から「緊急時避

難準備区域」が設定され，立ち入り制限はない

ものの子どもや妊婦などの自主避難が促され
た1）．

　このように次々と避難指示区域が拡大されて

いくに伴い，「浜通り」と呼ばれる福島県の沿岸

部の住民は続々と福島県内外への避難を開始し

た．避難者数が最大に達したのが2012年6月

で，合計16万4，218人となった2）．本研究が行

われた2013年2月には，福島県外への避難者が

5万7，135人，福島県内の避難者数が9万7，321

人，という状況であった3）．これは第二次世界

大戦後最大の国内避難民といえるだろう．

　これまでに筆者らは，埼玉県・東京都への県

外避難者の心理社会的ストレスの実態について

報告してきた4）～9）．本研究は，福島県内に避難

した者のうち福島県各地の仮設住宅で避難生活

を送る人々の，特に心的外傷後ストレスの実態

を明らかにしようとするものである．

　災害後のメンタルヘルスの問題で最もよく認

められる障害は，心的外傷後ストレス障害

（post－traumatic　stress　disorder：PTSD）だとい

われている10）．Neriaら11）のシステマティッ

ク・レビューによれば，PTSDは直接の被災者

の30～40％，救援者の10～20％，一般市民の

5～10％に認められ，PTSD発症のリスクは特

に，身体的外傷のひどさ，急激な生命の危険，

財産の破壊の程度，致死的状況にさらされた頻

度，によって高くなることが知られている．

　東日本大震災後のPTSD研究として，被災地

における救助活動に従事した消防士らの調

査12）13），災害派遣医療チーム（DMAT）などの

医療従事者を対象にした調査14）～17），被災地の
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業務に従事した海上保安庁職員の調査18），福島

原子力発電所に勤務する者の調査19），被災障害

者支援施設職員の調査20），自治体職員の調査21）

などがある，これらは，いずれも救援者や支援

者らの専門家を対象とした研究であり，原発事

故で被災した一般住民の調査は数少ない．

Kukiharaら22）は，福島県広野町から避難iし，各

地の仮設住宅に生活する241名を対象にした調

査を，震災9カ月後に行い，PTSDの可能性が

ある者の割合が53．5％，さらに臨床的なPTSD

症状を抱える者の割合が33．2％であったと報告

している．筆者らも，震災1年後の埼玉県への

避難者350名の調査7）で，PTSDの可能性がある

者の割合が67．3％であったと報告している．

　本稿では，震災2年後に福島県内の仮設住宅

において避難生活を送る一般住民の調査結果を

報告するとともに，心的外傷後ストレス（PTS）

症状に影響を与えるさまざまな身体・心理・社

会的要因を明らかにし，また，自由記述に記載

されたナラティブの分析から避難者の苦悩の実

態を明らかにすることを目的とする．

方法

1．対象と手続き

　本研究は，福島県において避難指示の指定を

受けた12自治体から避難し，震災約2年後の

2013年2月の時点で福島県内の仮設住宅におい

て生活する住民を対象とし，早稲田大学と

NHK福島放送局との共同で，任意・無記名によ

る質問紙調査として行われた．対象者の選定方

法として，12自治体からの避難者数の約3％に

相当する概数を割り出し，各自治体の避難者が

生活する福島県内の100世帯以上の大規模な仮

設住宅を中心に，計2，425世帯のポストに直接

配布し郵送による返送を依頼した．調査用紙へ

の回答は，世帯構成員のうち18歳以上の者で

あれば誰が答えてもよいこととした，調査への

回答が得られたのは745件（回答率30．7％）で

あり，本研究ではそのうち欠損値のない回答者
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661件のデータを分析対象とした．倫理的配慮

として，早稲田大学「人を対象とする研究に関

する倫理審査委員会」の承認を得ている（承認

番号2012－011）．

2．調査項目

　質問は，（A）「基本属性」として，年齢，性

別，避難当初の旧避難指定区域の下位区分，

2013年2月時点の新避難指定区域の下位区分，

（B）「被災状況」として，地震による住宅被害

と津波による被害，（C）「生活経済・健康状態」

として，経済的困難，賠償の心配，失業，住宅

の不満，環境の不満，持病，持病の悪化，震災

後の新たな疾患への罹患，避難生活に必要な情

報の不足，家族分離相談者の不在，など対象

者の生活に関する独自に作成した項目と，（D）

心理尺度として改訂出来事インパクト尺度
（Impact　of　Event　Scale－Revised：IES－R）23）～25）

の項目であった．

　IES－Rは，トラウマ体験に対するストレス反

応の程度を集団被害から個別被害まで幅広く測

定する尺度22項目から構成され，「侵入症状」，

「回避症状」，「過覚醒症状」の下位尺度からな

る．尺度の得点が高いほどストレス反応が強い

ことが示され，PTSDのスクリーニング目的，

症状経過観察など，実用的な質問紙として国際

的に使用されている．日本語版IES－R24）におい

ては，スクリーニングの目安となるカットオフ

値は24／25とされ，25点以上ではPTSDである

可能性が高くなるとされている．ただし，IES－

Rはあくまでも自己記入式の質問紙であり，

PTS症状の強さを表すものであり，　PTSDを臨

床的に診断することはできない，

　調査用紙の最後に，「これまでの質問項目で

は，現状を伝えきれていないとお考えの方は，

以下にご意見やご要望をご自由にお書き下さい

（全員がお答えになる必要はありません）」とい

う提示文にて『自由回答・みなさまの声』とい

うページを設けた．本稿では，本稿の目的に合
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Table　l　IES－・Rの平均と標準偏差

na） IES－Rスコア
mb） SDC）

侵入症状　　　　661

回避症状　　　　661

過覚醒症状　　　661

合計　　　　　　661

12．96

11．72

9．52

34．20

8．10

7．40

6．28

20．56

a）人数　b）IES－Rの平均値　c）IES－Rの標準偏差

致していると考えられる，「生活や仕事に関し

て困っていること」，「法律や損害賠償に関して

困っていること」への回答を中心に分析する．

3．解析方法

　統計解析ソフトSPSS　Ver．・22．0を用い，次の

ような解析を行った．

　（A）「基本属性」と（B）「被災状況」に関し

ては，IES－R得点を目的変数とした一元配置分

散分析を行った．（C）「生活経済・健康状態」に

関しては，IES－Rカットオフ値24／25点以上を

PTSDの可能性あり群とし，それぞれの状況の

出現率をx2検定で検討した．次に，上記x2検定

において有意（p＜0．05）であった項目を独立変

数とし，年齢と性別を調整因子として投入し，

IER－Sカットオフ値で区切ったPTSDの可能性

の有無を従属変数とした多重ロジスティック回

帰分析（ステップワイズ）を行い，相対危険度

の指標であるオッズ比（OR）を求めた．

　自由記述の分析は，質的分析法として確立さ

れているKJ法を用いた．　KJ法は文化人類学者

の川喜田がデータまとめるために考案した方法

であり，データをカードに記述し，カードをグ

ループごとにまとめ，全体の関係や構造を図解

し，最終的に文章にまとめていく方法である．

本研究では，一人ひとりの記述データをカード

化し，内容のまとまりごとに分類整理し，カテ

ゴリー化を重層的に繰り返す方法をとった，1

名の自由記述から，数件の内容が抽出されるこ

ともあり，その場合はカードが複数枚作成され

ることになる．分析作業は，心身医学・医療人
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Table　2　避難区域・被災状況とIES－R平均値との関連

na） IES－Rスコア
mb） SDC）

旧避難指示区域

　警戒区域

　緊急時避難準備区域

　計画的避難区域

　それ以外の区域

437
83

78

45

34．07

32．39

36．63

30．49

19．84

19．24

22．31

22．94

ω
P

7630

新避難指定区域

　帰還困難区域

　居住制限区域

　避難指示解除準備区域
　特定避難勧奨地点

　それ以外の区域

202

126

249

　9
52

36．41

34．48

31．81

45．56

32．85

20．86

20．08

19．96

15．34

22．44

0．069

住宅被害

　全壊

　半壊

　一部損壊

　なし

　わからない

73

126

331

100

26

34．19

36．58

34．47

30．31

33．00

19．31

21．05

20．49

19．97

22．78

0．246

津波被害

　あり

　一部あり

　なし

66
15

573

33．42

40．53

33．91

19ユ0

20．28

20．63

0．452

a）人数b）IES－Rの平均値　c）IES－Rの標準偏差　d）p値

類学を専攻する大学院生5名，社会福祉学を専

門とする教員1名，内科・心療内科を専門とす

る医師1名の計7名によって行われ，その後，

共著者である公衆衛生学・発達行動学・建築環

境心理学のそれぞれを専門とする3名の教員に

よるスーパーバイズを受け，最後に被災者支援

を行っている民間支援団体（弁護士・司法書

士・臨床心理士・社会福祉士）の会議にて支援

現場の状況に即した型に修正された．

結果

1．基本属性および被災状況

　分析に利用した661名のうち，男性363名，

女性287名，不明11名であり，平均年齢は64．1

±12．88であった．65歳未満の人数は317名，

65歳以上は333名，不明11名であった．

　Table　1に示したように，非常に高いPTS症

状が認められた，IES－Rの平均と標準偏差は，

34．20±20．56であり，IES－Rの下位尺度は，侵

726

入症状が12．96±8．10，回避症状が11．72±7．40，

過覚醒症状が9．52±6．28であった．カットオフ

値25点以上の者の割合は，62．56％であった．

　Table　2に示したように，避難当初の旧避難

指定区域では，警戒区域437名（66．1％），緊急

時避i難準備区域83名（12．6％），計画的避難区

域78名（11．8％），それ以外の区域4．5名（6．8％）

であった．区域再編後の2013年2月時点の新避

難指定区域では，帰還困難区域202名（30．6％），

居住制限区域126名（19．1％），避難i指示解除準

備区域249名（37．7％），特定避i難勧奨地点9名

（1．4％），それ以外の区域52名（7．9％）であっ

た．また，被災状況としては，住宅の全壊は73

名（11．0％），半壊126名（19．1％），一部損壊

331名（50．1％），損壊なし100名（15．1％），わ

からない26名（3．9％）であった．津波被害は，

あり66名（10．0％），一部あり15名（2．3％），

なし573名（86．7％）であった．また，一元配

置の分散分析の結果，これらの新旧避i難区域や

Vol．56　No。7．20161心身医
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Table　3　生活経済・健康状態とPTSDの可能性との関連

a
n

PTSDの可能性
％b） X2c） 由

P

総数 661

性別

　男性
　女性 3

7

戸

O
q
U

3
9
自

ワ
一
9
山4
5

戸
0
ρ
0

0．07 0．797

年齢

　65歳未満
　65歳以上

7
0
0

1
⊥
つ
0

つ

0
つ

O
0
7
0

Q
立
Q
」

5
ρ
O

8．09 O．004＊＊

経済的困難
　あり

　なし 1
0

［

0
0
膚
4
9
］
8
5

口
δ

3
7
4
＾

55．7 0．000＊＊＊

賠償の心配
　あり

　なし

亡

0
00
4

6

4
0
6
5

⌒

b
n
j

1620 0．000＊＊＊

失業

　あり

　なし 5
4

7
．
4

3
9
山

9
自
9
］

7
0
0

ρ

0
5

5．18 0．023＊

住宅の不満
　あり

　なし
ぷ
4
4

」
4
8

5 ワ
一
ρ
O

戸

0
3

（

0
5

5．05 0．025＊

環境の不満
　あり

　なし

OO
Q
O

7
‘
4

∩
」

9
“

0
立
0
◎

0
ぷ
4

7
‘
＝
」

16．88 0．000＊＊＊

持病

　あり

　なし Q
U
g

O
O
4

qJ
ワ
θ

－
↓
4

0
ゾ
7
曹

CU
5

8．98 0．003＊＊

持病の悪化
　あり

　なし 7
5

∩

0
5
9
白
－

7
合
」

0
ゾ
ウ
］7
5

33．03 0．000＊＊＊

新疾患の罹患
　あり

　なし 0
4

1
0
0

3
ワ
自

9
ρ
－
⊥5
2
7
5

34．23 0．OOO＊＊＊

足不
り
し

報

あ
な

情

1
7
0
4
2
4

ρ
0
05
0

7
C
U

14．92 O．OOO＊＊＊

家族分離
　あり

　なし

－
∩
U

∩
U
4
4
9
ム

6
9
一

7
．
O
U

だ
0
5

4．64 0．031＊

相談者の不在
　あり

　なし
1
0
ピ

合

」
0

つ
」
っ
0

q
J
O
ゾ

ー
⊥
77
5

12．53 O．000＊＊＊

＊ p＜0．05　　＊＊p＜0．01　　＊＊＊p＜0．001

a）回答した人数　b）同左の回答者のうち，IES－R得点が25点以上の割合c）X2値

　　　　　　　d）P値

被災状況によるIES－Rの得点に有意差は認めら

れなかった．
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2．X2検定による生活経済・健康状態の検討

　　（Table　3）

　X2検定の結果，　PTSDの可能性に有意な関連

がみられた項目は，「年齢」（p＝0．004），「経済
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Table　4　多重ロジスティック回帰分析結果

　独立変数
　　　　　　　OR
経済的困難
　あり　　　　2．34

　なし　　　　　1．00

PTSDの可能性

95％Cl　　　　　p

　　　　　O．005＊＊

1．30～4．24

賠償の心配　　　　　　　　　　　　　0．020＊

　あり　　　　4．16　1．26～13．76

　なし　　　　1．00

持病の悪化　　　　　　　　　　　　　0．000＊＊＊

　あり　　　　2．94　　1．63～5．30

　なし　　　　　1．00

新疾患の罹患　　　　　　　　　　　　0．010＊＊

　あり　　　　2．20　　1．21～3．99

　なし　　　　1．00

相談者の不在　　　　　　　　　　　　0．028＊

　あり　　　　1．92　　1．07～3．42

　なし　　　　　1．00

＊p＜0．05　　＊＊p＜0．01　　＊＊＊p＜0．001

的困難」（p＝0．000），「賠償の心配」（p－0．000），

「失業」（p－0．023），「住宅の不満」（p－0．025），

「環境の不満」（p＝0．000），「持病」（p＝0．003），

「持病の悪化」（p＝0．000），「新疾患の罹患」（p＝

O．OOO），「情報不足」（p＝O．OOO），「家族分離」（p＝

0．031），「相談者の不在」（p＝O．OOO）であった．

3．多重ロジスティック回帰分析によるPTSD

　　可能性リスクの検討（Table　4）

　性別と年齢を調整因子として，上記x2検定に

おいて有意であった11項目とPTSDの可能性

との関連を多重ロジスティック回帰分析で検討

した結果，「経済的困難i」（OR：2．34，95％CI：

1．30～4．24），「賠償の心配」（OR：4．16，95％CI

1．26～13．76），「持病の悪化」（OR：2．94，95％

CI：1．63～5．30），「新疾患の罹患」（OR：2．20，

95％CI：1．21～3．99），「相談者の不在」（OR：

1．92，95％CI：1．07～3．42）がPTSDの可能性に

対する有意な予測因子として認められた．

4．自由記述の分析

　文章中の「」は大カテゴリー名を，【】は中カ

テゴリー名を示し，0内の数字は回答数を示し

728

ている．年齢・性別・被災状況・IES－R得点に

おいて，それぞれの質問に対する自由記述回答

者とそれ以外の回答者に有意な差は認められな

かった

①生活や仕事について困っていること（Fig．　1）

　全体で127件の回答が得られた．回答文字数

は，最小2文字，最大600文字，平均50．33±

68．29文字であった．

　「賠償の問題（5）」，「生活費の問題（8）」，「仕

事の問題（45）」，「居住環境の問題（10）」，「家

族の問題（5）」といった状況要因が，「こころ・

からだの苦しみ（計54）」に影響を与えている

構造が見い出された．

　「こころ・からだの苦しみ」として，【生活費

に関する苦しみ（3）】，【仕事による苦しみ

（15）】，【居住環境による苦しみ（1）】，【家族の

苦しみ（9）】などがあり，さらに，先がみえな

い（4），生活に張りがない（4＞，今までの生活

が懐かしい（4），イライラする（4）といった記

述が認められた

②法律や損害賠償に関して困っていること（Fig．

　2）

　全体で129件の回答が得られた．回答文字数

は，最小2文字，最大171文字，平均42．05±

36．10文字であった．

　問題の中心は，【賠償手続きが困難（26）】，

【速やかで平等な賠償を求める（24＞】，【賠償を

打ち切らないで欲しい（7）】といった「賠償方

法・手続きに関する問題（計57）」と，土地・

住宅の賠償を求める（8），賠償額が少なすぎる

（7），証明が困難なものに対する賠償の問題（7）

といった「賠償の内容・額の問題（計22）」の

2つの問題群であった．これらの問題群は，「賠

償問題による家族関係の悪化（7）」などをもた

らす一方，対応が不誠実（6），被災者の立場に

立っていない（6）といった，さまざまな「国や

東京電力への批判（31）」といった根本的な問題

と相互に影響しあっている構造が考えられた．
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／先がみえない（、）
こころ・からだの苦しみ（計54） 、

・生活に張りがない（4） ・あきらめている（1）

・ 今までの生活が懐かしい（4） ・ 避難者のことが忘れられた気がする（1） ・ 震災後に体調が悪化（1）

・ イライラする（4） ・ 放射能に関する避難者差別（1） ・ 健康であることを望む（1）
・ 生活が一変して苦しんでいる（3） ・ 友人と接する機会が少ない（1） ・ 運動不足（1）

亀活費に関す♂ r 　　　　　　　　　　　　、仕事による苦しみ（15）
「 居住環境による、 「家族の苦しみ⑨、

＼

■

s

苦しみ（3）

年金生活への
不安（3）

ノ

：
：
＼

今後の就業について心配（6）
職場の人間関係がつらい（3）

非正規雇用に不安がある（2）
元の仕事に就く気力が失われた（2）

からだの不調で仕事ができない（2レ s

　苦しみ（1）

・仮設は冷えるので
体調を崩す（1）

　　　　　　　　ノ s

・ 家族離れ離れの
苦しみ（8）・家族関係が悪化

した（1）

　　　　　　ノ
▲ ▲ 」 」

’、 ↑ 、 、
徳償の問菖 互活費の問ば r　　　　　　仕事の問題 、 「居住環境の問題、 長族の問バ

（5） （8） （45） （10） （5）

・住民の声 ・生活費の不足 ・仕事がない（11） ・職場への距離が遠 ・ 二重生活

をもっと （4） ・農業ができない（10） い（5） を強いら

聞くべき
（2）

・自給自足がで

きなくなった

・自営業の再開がうまくいかない（5）・仕事をみつけたい（5）
・ 生活関連施設への
距離が遠い

れている
（4）

・ 人間らし
い対応を
望む（2）

・ 賠償の延
長を望む
（1）

（3）

（1）

・光熱費が高い

・

原発関連の仕事しかない（3）・地域に根ざした仕事ができない（3）・震災で仕事を辞めざるをえなかった（3）・失業に加えて補償も打ち切られた（2）・震災前と待遇が異なる（1）・自分に合う仕事がみつからない（1）・どのような仕事についたらいいかわか

・ 雪が多くて大変
（2）・安心して住める住

居を望む（1）・仮設での生活は非

常時が不安（1）・仮設の水がまずい

・ 仮設生活
による家
族関係の
希薄化（1）

× ノ s ノ

　
ら
な
い
（
1
）
s

ノ

　
（
1
）
s

一ノ s ノ

Fig．1生活や仕事について困っていること

あきらめている（1） 賠償問題による家族関係の悪化（7）

合 合
賠償方法・手続きに関する問題
　　　　　　（計57）

賠償手続きが困難（26）

・ どうしたらよいかわからない（8）
・ 書類等の手続きが難しい（8）
・ 賠償に関する説明がわかり難い
（4）

・ 法律がわからない（2）
・ 賠償額の詳細がわからない（2）

・賠償請求を断念した（2）

賠償に満足している（2）

賠償打ち切りの問題（7）

賠償を打ち切らないで欲しい（7）

速やかで平等な賠償を求める
　　　　　（24）

・速やかな賠償を求める（20）
・ 平等な賠償を求める（4）

賠償の内容・額の問題
　　　　（計22）

・土地・住宅の賠償を求める（8）
・ 賠償額が少なすぎる（7）
・ 証明が困難なものに対する賠
償の問題（7）

特にない（7）

その他（2）

・対応が不誠実（6）

・ 被災者の立場に立っていない（6）

・一方的な賠償に不満がある（5）

・ 国が責任をとるべき（4）

・ 柔軟性のない法律への批判（3）

国や東京電力への批判（31）

　　　　　　　・除染よりも賠償を求める（3）
・ 以前の暮らしを取り戻したい（3）
・ 精神的賠償の継続を望む（2）
・ 賠償されても許す気になれない（1）
・ 被災者の苦しみを知って欲しい（1）

Fig．　2　法律や損害賠償に関して困っていること
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考察

1．PTS症状の強さ：過去の自然災害・人為災害

　　との比較

　本調査のIES－Rの平均は34．20点であり，

PTSDの可能性があるとされる24／25カットオ

フ値を超える者は62．56％であった．この結果

を，これまでの災害後のPTS症状の調査報告と

比較していきたい．なお，災害後のPTS症状の

評価は簡易的なK6などで行われていることが

多いが，ここでは各種災害のインパクトの強さ

を比較するために，改訂出来事インパクト尺度

（IES－R）を使用した研究をレビューすることに

する．

　最初に，日本における過去の記録的な自然災

害を取り上げたい．1995年に発生した阪神淡路

大震災では，マグニチュード7．3の巨大地震が

神戸という都市部を襲い，6，434名の死者と30

万人を超える避難者が生まれた．筆者らも，震

災約1カ月後の避難所における心身のストレス

について報告している26）27）．Katoら28）および

Asukaiら24）は，　IES－R平均22．5点，25点以上

の割合が39．5％と報告し，PTSD臨床診断面接

尺度（CAPS）によって最終的に9．3％にPTSD

の臨床診断が得られたとしている．2004年の新

潟中越地震では，マグニチュード6．8の地震が

新潟市を襲い，68名の死亡と約10万人の避難

者が生じた．Naoi29）は，震災3カ月と13カ月

後に大規模な疫学的調査を行い，IES－Rが約

14～15点，25点以上の割合が約21％と報告し

ている．

　次に，世界各地における地震・津波被害をレ

ビューしてみたい．われわれが検索し得た限り

で最もIES－Rの点数が高いのが，2008年に中国

で発生した文成（Wenchuan）地震のデータであ

る30）．IES－R平均43．39点，82．6％がPTSDの

可能性のあるレベルであったと報告されてい

る．しかし，この調査は震災3カ月後の避難施

設においてメンタルヘルス・サービスを受診し

730

た患者群であり，一般の被災者ではない．われ

われの調査結果である平均34点に近いデータ

を示しているのが，2004年のスリランカ津波の

マタラ地区住民の災害3年後の高齢者女性群33

点31），同じく2004年の南アジア地震津波の被害

にあったスウェーデン旅行者のうち家族を失っ

た群36点であり32），われわれの調査結果はこれ

らの津波災害の調査対象のうち，ハイリスク・

サブグループの得点に近い．

　IES－Rを使用したさまざまな東日本大震災後

の調査として，被災地における救助活動に従事

した消防士らの調査では，災害直後5．22点・災

害1カ月後0．96点12），災害5カ月後4．0点13）で

あった．災害派遣医療チーム（DMAT）などの

医療従事者の調査では，災害1．5カ月後4．74

点16），災害1カ月後4．4点・災害2カ月後3．1

点17），災害4カ月後6．8点14）であった．災害1

カ月後に放射線被曝を心配していないDMAT

隊員が男性8．5点・女性11．6点であるのに対し

て，被曝したことを心配している隊員が男性

22．3点・女性19．1点であった15），被災地にて震

災対応業務に従事した海上保安庁職員の調査で

は災害1週間後7．69点・1カ月後5．66点・1年

3カ月後3．93であった18）．関東地方の自治体職

員の調査では災害6カ月後13．0点21），被災県の

障害者支援施設職員の調査では災害2年後18．6

点であった20）．これらの調査からも，Neriaら11）

がレビューしたようにPTS症状は医療や消防

の専門家である救援者よりも，自治体や施設職

員といった支援者のほうが高く，さらに一般被

災住民が高いということが理解できる．

　これまでのPTSD研究のシステマティック・

レビュー11）によると，PTSDの発症率は，自然

災害が約4～60％なのに対し人為災害では15～

75％と，自然災害よりも人為災害のほうが高い

ことが知られている．災害2～3カ月後の福島

原子力発電所に勤務する者の調査19）ではIES－R

の平均点は示されていないが，25点以上の

PTSDの可能性がある者の割合が，爆発のあっ
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た第一一原子力発電所では30％であったのに対

して第二原子力発電所では19％であったと報

告している．福島県広野町からの原発事故避難

者の一般住民の調査では災害9カ月後26．7点

で，PTSDの可能性の割合が53．5％22）であり，

われわれの調査結果でも，福島から埼玉県への

避難者が災害1年後36．15点，PTSDの可能性

の割合が67．3％7），そして本調査の福島県への

避難者が災害2年後34．20点，PTSDの可能性

の割合が62．56％であり，上に示した東日本大

震災後の他の調査に比べて高い．福島原子力発

電所事故国会事故調査委員会は人為災害である

と論じているように，われわれの調査対象であ

る被災者は，地震や津波の被害に加えて，原発

事故という人為災害の被害者としての特徴が重

要であろう．

　日本における人為災害の中でも系統的な調査

が行われたものとして，2005年に発生したJR

福知山線脱線事故がある．乗客と運転士107名

が死亡し，562名が負傷した大規模輸送災害で

ある．加藤ら33）によると，事故後3年の時点で

も遺族や負傷者の賠償は進んでおらず，事故に

遭遇した乗客243名の事故後7カ月の調査で

は，IES－RにてPTSDの可能性があると判断さ

れた者の割合が44．3％であったと報告してい

る．PTS症状の強さに影響する要因として，身

体健康の問題と生活全般の支障の強さを挙げて

おり，筆者らの研究結果で示された身体的要因

と社会経済的要因の関与と類似した結果が報告

されている．

　世界的に最もPTSD発症率が高かった人為災

害として知られるのが，1998年の北海パイ

パー・アルファ油田事故である．プラット

フォームにいた229名のうち167名が爆発火災

により死亡し，生存者62名のうち73％にPTSD

が認められた34）海上油田における史上最悪の事

故として知られている．事故調査により，安全

システムの欠落が原因とされたにもかかわらず

企業の法的責任が問われなかった点など，人為
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災害における心理社会的な複合ストレスが

PTSDの発症率を高めた要因である可能性が指

摘されている34）．1994年にバルチック海で起き

た「エストニア号事件」でも，きわめて高い

PTSD発症率が報告されている35）．フェリー乗

客989名のうち死亡・行方不明者が852名とい

う大規模な海難事件である．IES－Rを使用した

生存者の調査では，事件3カ月後の平均42点

が，1年後には34点，3年後にも34点，そして

14年後の追跡調査でも33点という高い結果が

示されている．国をはさんでの事故原因に対す

る論争が終結していない事件であり，著者ら

は，PTSDの遷延化には被害者に対する救済が

行われずに不透明な状況が長引いていることが

関係している可能性があると考察している35）．

これらの例をみると，わが国で起きた原発事故

災害において，事故責任の不透明さや，事故解

決の遅れ，そして不十分な救済といった要因

が，高いPTS症状の要因である可能性がみえて

くる．

　PTS症状の高さを説明する要因として，これ

らに加えて考えられるのがWeisaeth36）による

チェルノブイリ研究による示唆である．原子力

発電所の爆発は，典型的な心理的ショックであ

りトラウマ体験であるとしている．特に，事故

に関する的確な情報が与えられなかったこと

や，政府機関に対する不信感，そして長期にわ

たり放射線障害発症の恐怖にさらされているこ

とがトラウマ要因として挙げられている36）．本

調査の自由記述においても，「国や東京電力へ

の批判」が強く示されており，チェルノブイリ

の政府機関への不信感と同様にストレス要因と

なっている可能性がある．また，丸山37）は原発

事故を沈黙の災害（silent　disaster）であると評

し，放射線被曝に伴うストレス影響は広範囲に

発展し長期にわたりやすいと述べている．これ

らはいずれも，福島の原発事故にも該当するト

ラウマやストレスだといえるだろう．PTSDに

おけるストレス量反応関係理論（theory　of　stressor
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dose－response　relationship）38）をもとにすれば，

IES－Rの得点の高さは災害のインパクトの強さ

を表しているとも考えられ，われわれの調査対

象である原発事故被災者が受けた精神的ストレ

スがいかに高いかが理解できるだろう．次に，

この高い精神的ストレスを支えている身体・心

理・社会的要因を探っていきたい．

2．PTS症状に影響する身体・心理・社会的要因

　多重ロジスティック回帰分析で検討した結

果，PTS症状に影響を与えている身体的要因と

して，「持病の悪化」のオッズ比が2．94，「新疾

患の発症」のオッズ比が2．20であった．これま

での研究においても，慢性疾患がある群に有意

にPTS症状をもつ割合が高いことが知られて

いる21）22）．持病があると回答した全体の57．9％

のうち，多かった疾患は高血圧38．0％・高脂血

症16．1％・糖尿病11．5％・心臓病10．2％・胃腸

病7ユ％であった．震災後に新たに患った疾患

があると回答したのは全体の45．2％であり，代

表的な疾患は高血圧16．4％・精神疾患（神経

症・うつ病・他）10．9％・高脂血症9．3％・胃腸

病7．8％・糖尿病6．6％であった．精神疾患は，

震災前からの持病としては4．8％にしかみられ

なかったものが，震災後新たに患った疾患とし

て10．9％ときわめて多い割合で認められている

点も特記すべきことであろう．なお，本研究は

横断的調査であり，独立変数として設定した震

災後の「新疾患の発症」と従属変数として設定

した現在のPTS症状は同時に測定しているた

め，この関係に因果関係を読み取ることはでき

ず，強い関連が認められたと理解すべきであろ

う．心身相関の観点からみれば，震災後の新し

い疾患の発症とPTS症状の強さは相互に影響

を与えていると考えられる．本結果が示してい

る重要な点は，新疾患を発症したという顕在化

した特徴を指標に，その背後にあるPTSDのリ

スクを想定した適切な医学的・心理学的アプ

ローチにつなげていく必要性が示されたという
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ことである．

　次に社会的要因の中でも経済的要因として，

「賠償の心配」のオッズ比が4．16，「経済的困難」

のオッズ比が2．34であり，そして，ソーシャル

サポートの欠如を意味する「相談者なし」のオッ

ズ比が1．92であった．本調査が行われた2013

年2月は震災後約2年にあたり，福島県の原発

事故被災地の避難指示区域の再編（2011年9

月～2013年8月）の最中であった．被災者ら

は，自宅が帰還できる区域になるのか，帰還で

きない区域になるのか先行き不透明な状態に置

かれ，避難先で新たな仕事に就くことへの晴躇

や人間関係の構築を含め，生活再建においてき

わめて不安定な状態に置かれていたと考えられ

る．

　社会的要因の中で最もオッズ比が高いのが賠

償問題であり，原発事故被災者にとっては最も

深刻な問題であることがわかる．自由記述への

回答には，「被災者の立場に立っていない，不誠

実だ，国が責任をとるべきだ」といった【国や

東京電力への批判】が数多く記されており，経

済学者の除本39）が述べているように政府や東京

電力の賠償責任が曖昧にされている現実が原因

となっている可能性がある．また，「書類等の手

続きが難しい，賠償に関する説明がわかりづら

い」といった【賠償手続きが困難】な問題が挙

げられており，特に高齢者にとっては数十ペー

ジにわたる東京電力の直接請求書の手続きは大

変な負担である．【速やか・平等な賠償を求め

る】や【賠償額が少なすぎる】として，仮設住

宅に避難する被害者に支払われる精神的慰謝料

が，交通事故の自賠責保険を基に一人月10万

円という被害状況にまったく見合わない低い額

に設定されている点も，賠償の問題が被災者の

生活経済状況に重くのしかかっていると考えら

れる．また，【賠償を打ち切らないで欲しい】に

は，震災1カ月後に設定された旧「緊急時非難

準備区域」が，半年後の2011年9月末に避難指

示が解除され，その1年後の2012年8月末に
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は，仮設住宅で避難生活を送っているにもかか

わらず賠償金の打ち切りが断行されていること

が関連している．このように，賠償問題が被災

者のストレスにとってきわめて大きい問題であ

ることが推察できる．

　PTSDからの回復には，個人・家族・コミュ

ニティ，それぞれのレベルでの回復支援が重要

であり，安心・安全・安定感が保障された場を

確保するためのソーシャルワークが欠かせな

い40）．筆者らも原発事故による埼玉県・東京都

への避難者において，近隣関係の希薄化がスト

レスに大きく関与していることを明らかにして

おり41），また，Yokoyamaら42）は，仮設住宅にお

ける同居人数や世帯収入の少なさがリスク要因

となることを示し，ソーシャルサポートの重要

性を明らかにしている．

3．本研究の限界と展望

　本研究の限界として，横断的な1回の調査で

ある点と，回収率が30．7％と決して高くないこ

とが最初に挙げられるだろう．したがって，原

発事故被災者の全体像を表しているとはいえ

ず，回答者の年齢平均が64．1歳と比較的高齢で

あることからも，原発事故被災者のうち30～40

代の比較的若い子育て世代の意見が反映されて

いない可能性がある．また，今回は任意での回

答としたため，アンケート調査に回答できない

ほどの比較的精神症状の重い者が回答者から抜

けている可能性も否定できず，その場合はPTS

症状を低く見積もっている可能性がある．逆

に，原発事故による被害を強く感じている者が

より多く回答した可能性も否定できず，その場

合はPTS症状を過大評価している可能性もあ

る．さらに，今回の調査の対象が避難指示の指

定を受けた12自治体の住民に限定されており，

放射能汚染の影響を大きく受けている，いわゆ

る「自主的避難者」と呼ばれる数多くの被災者

の状況が反映されていない点も本研究の限界だ

と考えられる．
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結論

　本研究では，東日本大震災に伴う福島第一原

子力発電所事故によって，福島県内の仮設住宅

において避難生活を余儀なくされた住民の，き

わめて高い外傷後ストレス症状が明らかになっ

た．さらに，ストレス症状のリスク要因として，

原発事故特有の賠償問題をはじめとする社会経

済状況の影響が明らかになった．これまでに世

界各地で報告されてきた他の災害と比較して

も，原発事故被災者にきわめて高い外傷後スト

レス症状が認められた理由として，本災害の人

為災害としての要素が重要であると考察された．
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Abstract

High－level　Post－traumatic　Stress　Symptoms　of　the　Residents　in　Fukushima　Temporary　Housing：

　　　　　　　　　　　　　　　　　Bio－psycho－social　lmpacts　by　Nuclear　Power　Plant　Disaster

　　　　　　　Takuya　Tsujiuchi＊1＊2　　Kumiko　Komaki＊3　　Takahiro　lwagaki＊3　　Kazutaka　Masuda＊2＊4

Maya　Yamaguchi＊3　　Chikako　Fukuda＊3　Noriko　Ishikawa＊3　　Ryuhei　Mochida＊3　　Takaya　Kojima＊1＊2

　　　　　　　　　　　　　　　　Koichi　Negayama＊1＊2　　Atsushi　Ogihara＊1＊2　　Hiroaki　Kumano＊1＊2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊iFaculty　of　Human　Sciences，　Waseda　University

（、Mα砺㎎．A4伽∬：Takuya　Tsujiuchi，2－579－15　Mikajima，　Tokorozawa－shi，　Saitama　359－1192，　Japan）

　　　　　　　　　　　＊2Waseda　Institute　of　Medical　Anthropology　on　Disaster　Reconstruction

　　　　　　　　　　　　　　　　　＊3Graduate　School　of　Human　Sciences，　Waseda　University

　　　　　　　　　　＊4Department　of　Social　Welfare，　The　International　University　of　Kagoshima

　　　　Backgrounds：Fukushima　nuclear　power　plant　disaster　occurred　following　the　Great　East　Japan　Earthquake　on

March　11，2011．　It　bears　comparison　with　the　incident　in　Chernobyl　in　1986　in　the　degree　of　radiological　contamination

to　the　surrounding　environment．164，218　residents　were　displaced　losing　their　home－land　by　this　serious　incident，　of

which　97，321　were　relocated　to　other　regions　within　the　Fukushima　prefecture，　and　57，135　residents　were　relocated　to

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c■　　　　　　　　　　　　　　　　
other　prefectures．　The　evacuees　from　Fukushima　can　be　consldered　the　Iargest　number　of　lnternally　dlsplaced　per－

sons’ or‘ domestic　refugees’in　Japan　after　the　world　war　two．

　　　　Objective：This　study　investigated　the　scale　of　post－traumatic　stress（PTS）symptoms　in　the　evacuees　as　of　two

years　after　the　Fukushima　nuclear　power　plant　disasteL　It　also　tried　to　identify　the　impact　of　bio－psycho－social　factors

related　to　PTS　symptoms．

　　　　Samples　and　methods：Questionnaire　survey　was　conducted　by　waseda　University　and　Japan　Broadcasting　Cor－

poration（NHK）．2，425　households　living　at　temporary　housings　within　Fukushima　prefecture　were　asked　to　answer

the　Impact　of　Event　Scale－Revised（IES－R）and　the　self－report　questionnaires　that　we　generated　in　order　to　evaluate

the　damage　by　the　disaster　in　relation　to　several　bio－psycho－social　factors　in　refugee　Iives．　There　were　745　replies（the

cooperation　rate；30．7％），of　which　661　were　analyzed．　Besides，　multiple　logistic　regression　analysis　was　performed　to

examine　several　bio－psycho－social　factors　as　predictors　for　probable　PTSD．

　　　　Results：High　level　PTS　symptoms　were　found．　The　mean　score　of　IES－R　was　34．20±20．56，　and　62．56％were

over　24／25　cut－off　point　determined　as　broadly　defined　PTSD　which　means　high－risk　presence　of　probable　PTSD．　The

significant　differences　by　chi－square　test　of　high－risk　subjects　were　found　among　economic　difficulty（P＝．000），con－

cerns　about　compensation（p＝．000），lost　jobs（p＝．023），unsatisfying　housing（p＝．025），unsatisfying　environment

around　temporary　housing（p＝．000），having　chronic　disease（p＝．003），aggravation　of　chronic　disease（p＝．000），

affection　of　new　disease（p＝．000），1ack　of　necessary　infbrmation（p＝．000），family　split－up（prO31），and　lack　of

acquaintance　support（p＝．000）．By　the　result　of　multiple　logistic　regression　analysis，　the　significant　predictors　of　prob－

able　PTSD　were　economic　difficulty（OR：2．34，95％CI：1．30－4．24），concerns　about　compensation（OR：4．16，95％

CI　1．26－13．76），aggravation　of　chronic　disease　（OR：2．94，95％CI：1．63－5．30），affection　of　new　disease（OR：2．20，

95％CI：1．21－3．99），and　lack　of　acquaintance　support（OR：1．92，95％CI：1．07－3．42）．

　　　　Conclusion：The　findings　revealed　that　there　is　a　high－risk　presence　of　probable　PTSD　strongly　related　to　a　num－

ber　of　bio－psycho－social　factors　due　to　the　nuclear　power　plant　disaster　and　its　consequent　evacuation．　Our　findings

underscore　the　specific　characteristics　of　the　nuclear　disaster　as　man－made　disasteエSince　the　socio－economic　prob－

lems　such　as　compensation　and　reparation　have　not　been　solved，　it　is　suggested　that　prolonged　uncertainty　regarding

the　insufficient　salvation　of　the　evacuees　might　account　for　the　high－level　PTS　symptoms．

Key　words：PTSD，　post－traumatic　stress　symptoms，　Fukushima　nuclear　power　plant　disaster，　temporary　housing，

　　　　　　　　　　man－made　disaster
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